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貴庁が現在行っている、「出入国管理及び難民認定法施行令及び日本国との平和条約に基づき日

本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法施行令の一部を改正する政令案」等に係

る意見募集（案件番号：315000136）について、特定非営利活動法人名古屋難民支援室（以下

「当団体」といいます。）の意見を以下の通り提出します。 

 

2026 年 7 月 30 日 

特定非営利活動法人名古屋難民支援室 

愛知県名古屋市中区丸の内 2-1-30 

丸の内オフィスフォーラム 601 

 

【はじめに】 

当団体は、東海地方において、難民が法的に保護され、安定して自立した生活を送れるよう、

支援している団体です。 

本政令案・省令案の公表に伴い、当団体では日本で生活する難民当事者から緊急のアンケート

（回答者 24 名／計 25 件の回答）を実施し、切実な声と実態を集約しました。 

 

【基本意見：下位法（政令・省令）による上位法（難民法）の趣旨破壊の違法性】 

そもそも本改正案は、国会（国民代表議会）が定めた上位法である出入国管理及び難民認定法

（以下「難民法」）における難民保護の根本趣旨、および国際難民条約に基づく人権尊重の精神

を、下位規範である行政法規（政令・省令）によって実質的に無力化させるものです。 

 

憲法第 41 条が定める国会中心立法の原則および法階層論（法の形式的効力の優劣関係）に照ら

し、行政機関（法務省・出入国在留管理庁）が下位命令を用いて上位法の立法趣旨を実質的に

覆し、公的に保護する義務を負う対象者に到底支払不能な高額な金銭的負担を課してその法的

地位の取得や継続を阻害することは、いわば「法の下剋上」であり、委任の範囲を著しく逸脱

した実質的に違法・不当な行政権の行使と言わざるを得ません。 

 

国会が定めた保護の手続きを、行政法規上の手数料という障壁によって、不当に無効化させる

構造に対し、当団体は法秩序を揺るがす深刻な問題として強く抗議するとともに、以下の通り

具体的な意見を提出します。 
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1. 難民認定者・補完的保護対象者への「定住者（5 年）」変更手数料の高額化撤回および免

除対象からの除外の撤回 

該当箇所： 改正案の入管法施行令第 25 条第 1 項第 2 号（5 年以上の在留期間が決定される場

合の手数料：7 万 5,000 円）および第 25 条第 4 項 

 

【意見】 

難民認定を受けた者、および補完的保護対象者として認定された者が「定住者（5 年）」へ在留

資格変更を行う際の手数料を 7 万 5,000 円へ大幅に引き上げる改正案を撤回してください。 

 

また、政令案第 25 条第 4 項の「免除規定」において、難民認定者、補完的保護対象者および

人道配慮者（政令案第 25 条第 2 項第 1 号に掲げる者）をあらかじめ免除対象から除外してい

る構造を撤回し、免除の対象に含めるべきです。 

 

【理由・条文上の不当な除外と実効性の欠如】 

（1）免除規定における保護対象 3 類型の除外の不当性 

政令案第 25 条第 4 項における手数料の「全額免除」規定において、入管法施行令第 25 条第 2

項第 1 号に掲げられている「難民認定を受けた者」「補完的保護対象者の認定を受けた者」およ

び「その他人道上の配慮を要する者」の 3 類型が、免除対象からあらかじめ一律で除外されて

います。 

 

これら 3 類型の当事者は、いずれも母国での迫害や紛争等から逃れ、日本の厳格な審査を経て

公的に保護・配慮された人々であり、当団体の日常的な支援・相談対象者に直結する人々です。

迫害や紛争から命からがら避難し、ようやく難民認定等され、これから日本社会において一か

ら生活を再建しようとする保護対象者に対し、全額免除の対象から一律に除外した上で、在留

資格変更時に最高額（7 万 5,000 円）の手数料（難民認定者・補完的保護対象者認定者の場合）

を要求することは、難民保護と人権保障の趣旨に反しており、制度構造として不当です。 

 

（2）「減額」規定の実効性欠如と定住・自立への障壁 

仮に、これら 3 類型が、ガイドライン等の「減額」枠組みの対象となる、との説明も、実態か

ら見て実効性を欠いています。 

 

貴庁の公式統計（「令和 7 年における難民認定数等について」）によれば、難民認定審査の処理

期間は一次審査で平均約 22.5 か月、審査請求（不服申し立て）で平均約 13.4 か月と、合計約 3

年におよぶ待機期間を要します。（なお、難民認定申請から難民の認定を受けるまでの平均日数

は公表されておらず、第 58 号・石橋通宏議員提出我が国における難民認定の実態に関する質問
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に対する答弁書（2026 年 7 月 10 日）においても「統計を取っていない」と回答。） 

さらに、最新の 2025 年の貴庁の統計で約 62.2%を占める「D 案件」に振り分けられた申請者

は、在留資格について、難民申請から 8 か月目以降に「特定活動 6 月（就労可）」へ移行し、こ

のタイミングで初めて就労許可を付与されます。（なお、「D 案件」に振り分けられた申請者の

うち、本来の在留活動（技能実習生や留学など）を行わなくなかった後に難民申請した場合や、

出国準備の期間を付与された後に難民申請をした場合は、「特定活動 3 月（就労不可）」が続き、

就労が許可されないが、その内訳は非公表。）そのため、就労先を見つけることができれば、就

労許可のない期間に受給していた保護費の対象から外れます。 

その結果、約 3 年間の待機期間を経てようやく難民認定を受ける時点で、「減額」枠組みの対象

となる、保護費の受給対象となっている者は、とても限られた人数しかいません。 

 

長年の難民等の申請期間中に、多くの人にとって計画して来日したわけではない日本において、

支援が非常に限られた中で、就労が許可されると何とか仕事を見つけ、かろうじて自活し始め

た当事者が、日本政府から難民認定・補完的保護対象者認定として宣言されることで、「定住者」

の在留資格に変更する権利が付与されるものの、その際に高額な手数料（7 万 5,000 円）を要

求されることは、難民申請者等が置かれている実態から乖離しており、不当です。 

 

なお、国内での難民認定者等が「定住者（5 年）」へ変更する手続きは実務上オンライン申請シ

ステムの対象外であるため、当事者には、電子申請割引の選択肢すら存在しないことになりま

す。 

 

特に家族で認定を受けた場合、人数分の手数料（例：4 人家族で 30 万円）が加算されます。 

 

当団体が実施した緊急アンケートにおいても「10 年以上にわたって日本で努力し続けているが、

（増額の件を聞いて）未来が見えない」といった痛切な声や、「家族全員分を一度に支払わなけ

ればならないとなれば、到底払いきれず、どう生きていけばいいのかわからない」といった声

が寄せられています。 

 

長年にわたり制限された生活の中で誠実に努力を重ねた末に難民等の認定を受け、ようやく日

本社会への定住を認められた当事者に対し、高額な金銭的負担を突きつけることは、定住に向

けた希望を奪うものです。 

 

日本国として保護を認めたにもかかわらず、手数料が支払えないという金銭的理由によって、

地位が不安定なままに置かれ、定住・自立への道が阻まれる事態は、人権上・国際法上極めて

不当です。 
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2. 就労不可かつ保護費未支給の初期の難民申請者に対する在留資格変更・更新手数料の引

上げ撤回および現行額以下に設定 

該当箇所： 改正案の入管法施行令第 25 条第 1 項第 1 号および第 2 号 

 

【意見】 

在留資格の変更・更新手数料の大幅な引上げは撤回すべきです。特に、就労が認められず、か

つ保護費が開始されていない初期の難民申請者が行う「短期滞在から特定活動（2 月・3 月等）」

への変更手続きや、就労資格が付与されていな時点で行う初回の「特定活動（6 月）就労可」

への変更時については、引上げの対象外とし、負担額は最大でも現行額以下とすべきです。 

 

【理由・制度構造のタイムラグによる無収入・無支援状態】 

貴庁が公表した公式統計データによれば、正規滞在者の在留資格は観光等を目的として入国し

た「短期滞在」が 7,500 人余り（約 70.8%）と大きな割合を占めています。そのため、母国か

らの避難直後で短期間（最長 90 日）の在留期限が迫る中、難民申請と同時に（または近日中に）

「短期滞在」から難民申請者用の「特定活動（2 月・3 月等）」への在留資格変更手続きを行う

ことが不可欠となります。 

 

ここで重大な問題となるのは、手続き上の制度的タイムラグ（時間差）です。 

 

保護費は、まず、難民申請を行った後でなければ申請自体ができません。さらに、申請を受け

付けてから支給開始の決定等に至るまで 2025年度の最新データで平均約 50日の期間を要して

います（第 59 号・石橋通宏議員提出我が国における難民認定の状況に関する質問に対する答弁

書（2026 年 7 月 10 日））。  

 

したがって、最初の「特定活動」への変更手続きを行う時点では、申請者は就労が禁じられて

いるだけでなく、保護費の支給対象にもなっておらず、完全に「無収入・無支援」の空白期間

に置かれています。 

 

さらに、貴庁の「案件振り分け」運用において最多（約 62.2%）を占める「D 案件」に振り分

けられた場合、（一部を除いて）申請者は「特定活動 2 月 → 特定活動 3 月（1 回目） → 特定

活動 3 月（2 回目）」と、約 8 か月間にわたり短期間での変更・更新を繰り返し強いられます。 

在留期間「4 月未満（特定活動 2 月・3 月等）」の期間中は在留カードも交付されず、国民健康

保険にも加入できず、就労も一切認められません。 

その後、8 か月目以降にようやく「特定活動 6 月（就労許可あり）」へ移行するものの、それま

での無収入の期間中にすでに手元資金は底をついており、頻繁に更新手続きをするたびに高額
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な手数料を支払い金銭的余力がなくなっている難民申請者が多数いることは容易に想像できま

す。なお、そもそも、3 か月以下の在留資格者にはオンライン割引がありませんが、3 か月超の

在留資格者にとっても、難民申請者はオンライン申請システムの対象外であるため、電子申請

割引の恩恵を受けることもできません。 

 

当団体の調査でも、「3 か月のビザでは就労が認められていない。働けないビザに対して高額な

手数料を支払うことは納得がいかない」「物価高の中でこの金額は支払能力を超えており、支払

えなくなってしまう難民が出かねない」といった切実な声が寄せられています。 

 

保護費すら届いていない初期の無収入状態にある申請者に対し、高頻度で高額な手数料を課す

ことは意図しない非正規滞在や不当な借入れ（搾取）へ追い込む危険性があり、就労不可の「特

定活動（2 月・3 月等）」および初回「特定活動（6 月）」への変更・更新の際の負担額は最大で

も現行額以下とすべきです。 

 

 

3. 「1 万円までの減額下限」の撤回と地方局長権限による「全額免除」の規定新設 

該当箇所： 改正案の入管法施行令第 25 条第 2 項第 1 号、第 3 項、施行規則第 63 条第 1 項第

24 号 

 

【意見】 

政令案第 25 条第 3 項において、減額後の下限を「1 万円まで」とする制限規定を撤回してくだ

さい。また、無収入である者や深刻な生活困窮状態にある難民申請者・認定者等について、現

場で申請決定を担う地方出入国在留管理局長（施行規則第 63条第 1 項第 24 号による委任権限）

の判断により「全額免除」とできる規定を、政令および施行規則の双方に新設すべきです。 

 

【理由・ポーズだけの「配慮」ではなく真の保護を】 

条文上、政令案第 25 条第 2 項第 1 号において「難民認定者等で生活困窮者」を減額対象とし

て位置付けながら、第 3 項では減額の下限を「1 万円まで」と一律に制限しています。 

 

しかし、保護費の対象となる難民申請者の多くは、就労が認められていない「3 月以下」の在

留資格保持者であり、政令案第 25 条第 1 項第 1 号では、元の手数料自体が「1 万円」に設定さ

れています。 

 

つまり、生活に困窮する難民申請者に対し、実務上の減額決定権限を法務大臣から委任されて

いる地方出入国在留管理局長（施行規則第 63 条第 1 項第 24 号）が減額措置を行おうとしても、

政令側の「下限 1 万円」の壁により、実質的には 1 円も減額できず、元の設定額（1 万円）を
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全額徴収せざるを得ない構造になっています。 

 

当事者からも「長期間働くことを禁止され、家賃や食費の支払いにも深く困窮しています。更

新のたびに高額な費用を請求されれば、支払えない人は路上生活に追い込まれてしまう危険が

あります」との訴えがあります。 

 

元々の手数料が 1 万円である者に対して、減額下限を 1 万円と規定することは、形式的な配慮

を取り繕うのみで実効性を完全に欠いた制度の形骸化であると言えます。 

 

生活困窮者や無収入の難民申請者・認定者を真に保護するためには、政令案第 25 条第 3 項の

減額下限を撤回するとともに、施行規則第 63 条第 1 項第 24 号に基づく地方局長の権限として

「全額免除」の決定ができる手続・権限規定を明記することが不可欠です。 

 

 

4.世帯単位の負担上限の導入 

該当箇所： 改正案の入管法施行令第 25 条第 1 項から第 4 項 

 

【意見】 

同一世帯の家族が同時に手続きを行う場合、世帯全体の負担上限額を設定し、それを超える額

は自動免除とする仕組みを導入すべきです。 

 

【理由・多子世帯への金銭的「ペナルティ」の解消】 

多子世帯の難民および難民申請者世帯において、一人ひとりに高額な手数料が一律で掛け算の

ように加算される現在の仕組みは、世帯全体の生計を直接破綻に追い込む深刻な影響を及ぼし

ます。 

 

当団体が実施した緊急アンケートにおいても、子どもを育てる当事者から次のような切実な声

が寄せられています。「私の月収は約 23 万円だが、家族全員の申請手数料が月収を超えるよう

な金額になれば到底支払えません。家賃や食費、教育費を払いながらどう生きていけばいいの

でしょうか」「子どもが多いため、手続きのたびに家族全員分を支払うのはあまりに大きな負担

です。物価高の中で子どもの学用品や生活費を削るしかなくなります」 

 

自身の意思で法的選択や経済活動を行うことができない未成年者（子ども）に対して独立した

手数料を課すこと、また、世帯あたりの上限を設定しない仕組みは、実質的に、子どもを多く

持つことに対する金銭的「ペナルティ」として機能してしまいます。 
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子どもへの影響を防止し、生活困窮世帯の最低限の生活を守るためにも、世帯単位の負担上限

の導入が必要です。 

 

 

5. 永住許可手数料の高額化の見直しおよび制度趣旨との整合性確保・手続柔軟化（分割納

付・猶予の明文化） 

該当箇所： 改正案の入管法施行令第 25 条第 1 項第 3 号（永住許可 20 万円）、第 3 項（2 万円

まで減額）、施行規則第 62 条第 2 項第 3 項 

 

【意見】 

永住許可手数料（20 万円）という極めて高額な引上げ設定を撤回し見直してください。また、

生活困窮者に対する「2 万円まで」の減額（政令案第 25 条第 3 項）に留まらず、定額の一括支

払いを前提とする現行手続（施行規則第 62 条第 2 項）を改め、生活困窮者や難民認定者等に

対する「分割納付」や「納付猶予」を認める手続規定を明文で新設すべきです。 

 

【理由・入管庁自身の公式見解・制度趣旨との矛盾】 

貴庁は、「難民の認定を受けた外国人が享受できる利益」において、難民認定者に対する永住許

可要件について「独立の生計を営むに足りる資産又は技能を有することという要件を満たさな

い場合であっても、法務大臣の裁量により永住許可を受けることができる（生計要件の緩和）」

と明記しています。 

 

これは、母国での基盤を失い逃れてきた難民認定者が、必ずしも十分な資産や高収入を得られ

る状況にないことを日本政府自身が前提とし、永住許可による法的安定性を与えて基本的な人

権を保障し保護を図るという権利保障の理念・制度趣旨に基づいているためです。 

 

しかし、その一方で永住許可の手数料を一挙に 20 万円（一括納付）へ跳ね上げ、経済的余裕の

ない当事者から即座に高額な対価を要求することは、貴庁自らが掲げる「生計要件の緩和」と

いう制度趣旨と矛盾します。生計要件を緩和して永住を認める姿勢を見せながら、手数料とい

う別の障壁をこれほどまでに高めることは、難民等の永住・定住化を実質的に阻むことと同義

であり、人権保障の観点からも許容されません。 

 

当団体のアンケートにおいても、永住許可を目指す難民認定者から「永住権を取って日本で安

心して暮らしたいが、20 万円もの金額を一括で支払うのは毎月の生活費や家賃の支払いを考え

ると絶対に無理です」「せめて分割で払える仕組みや、一定期間の猶予がなければ、権利があっ

ても手が出せない」という悲痛な声が寄せられています。 
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貴庁自身が定めた難民保護と人権保障の原則、および実効性を担保するためにも、永住許可手

数料の大幅な引上げ自体を撤回・再考するとともに、やむを得ず一定の費用を徴収する場合で

あっても、一括納付のみを強いるのではなく「分割納付」や「納付猶予」を選択できる法的・

手続的規定を明確に設置するべきです。 

 

以 上 

 

 

＊公表した本意見は、2026 年 7 月 30 日に電子メールを用いて提出した意見の写しです。 


